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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　農林水産

基本方針 　農業の振興

5 5 5 6 ―

19.8 19.8 19.8 ―

農業振興のためのネットワーク
強化

特に振興を図った農産物 品目 4 3 4

7 8 ―

農のあるまちづくりの推進 農地水環境保全向上対策事業取組割合 ％ 19.8 19.8 19.8 19.8

1087 1083 ―

地元農産物等の販売拠点数 箇所数 6 6 7 7 8

45 61 ―

農用地区域面積 ｈａ 1090 1087 1087 1087 1087

55 61 61持続的安定的な農業経営の確
立

49 61

農地の保全と農業的土地利用の増進

市民ニーズに応える地産地消の推進

目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値

需給調整達成集落 組合

目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

68.0 70.0

85.9%
実
績

63.8 59.0 60.1 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

地元農産物を求める市民が増える！

地元の農産物を
購入するよう
心掛けている
市民の割合

%

目
標

― 66.0

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

農地・水・環境保全向上対策
事業

農業・農村の環境を支える仕組みとして協働による援農体制
の確立を図る。市内１０団体

平成１９年～（現在） Ｈ２３：３，２６４千円

農業振興協議会負担金事務
総合的な農業振興のため農政関係部局や教育機関、流通関
連事業者、研究機関と連携強化。関係者会議数４４回

昭和４６年～(現在） Ｈ２３：４００千円

土地改良事業市負担金事務
草津用水路施設老朽化に伴う更新整備を行うための県営かん
がい排水事業草津用水路の市負担金

平成１９年～平成３３年 Ｈ２３：１２，６４４千円

草津ブランド力強化事業
あおばなやホンモロコを本市のブランドとして進めるべく、その
認知度を高めるためのフェスタ開催等の啓発

平成２２年～(現在） Ｈ２３：２，９７２千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

持続的安定的農業経営の確立を図るため、草津市農業振興計画を中心に「農」のあるまちづくりを進めている。特に、平成２３年度から本格実施された
農業者戸別所得補償制度を活用するため農業再生協議会を立ち上げ、施策展開を図っている。また、農業基盤の整備についても、草津用水第２期事
業の計画実施とアセットマネージメントの展開への準備を進めている。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

持続的・安定的な農業経営の確立を図るとともに、市民生
活にうるおいをもたらす「農」のあるまちづくりを進めていき
ます。

食と農への消費者の関心が高まる一方で、農業
者の高齢化等により、農村活力の低下と本市農
業の担い手不足がいっそう深刻化してきていま
す。

業として成り立つ農業経営の確立と活力あ
る農業人材の確保、また、食育と連携した
地産地消の仕組みづくりが求められます。

農業の振興

（基本方針） （施 策）

持続的・安定的な農業経

営の確立

農地の保全と農業的土地

利用の増進

市民ニーズに応える地産

地消の推進

「農」のあるまちづくり

新しい技術や生産方式の導入を進めつつ、生産・流通の改善を図り、安定した

農業経営の確立を図ります。

未整備地域の農地の整備と保全、農業的土地利用の集積化など優良農地の確

保と併せ、効率的な営農環境の整備のため草津用水二期事業等を促進します。

食育と連携した地産地消の流通システムを構築し、農業の多面的機能への市民

理解や地元農産物への信頼向上など、生産者と消費者の絆をつくります。

環境保全に寄与し、市民生活にうるおいをもたらす農業・農村環境を支える仕

組みとして、協働による援農体制の確立を図ります。

（施策の概要）

農業振興のためのネット

ワーク強化

総合的な農業振興のためブランド開発や県の農政関係部局や教育機関、流通

関連事業者、研究機関等との連携・ネットワークを強化していきます。
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草津用水に期事業の支援 Ｈ２５～Ｈ３３県営土地改良事業の予算確保新規採択並びに国県への要望

５．第１期基本計画の成果実績

農のあるまちづくりに向けて農業者戸別所得補償制度の展開の他、各施策を実施。認定農業者として６５人、就農認定者(新規就農者）２
人増など農業経営の確立の布石が打てた。また、農業振興計画による関係機関とのネットワークの強化が図られ安全安心な市内産物の
地産地消が図れた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

平成２３年度から本格実施された農業者戸別所得補償制度の生産者の円滑な活用を図るとともに、国において推進されている人・農地
プランによる農地の集積や担い手のあり方に対応していく必要がある。また、引き続き６次産業化に向けた取組みを進めていく必要があ
る。
 草津用水２期事業計画に基づく施設更新とアセットマネジメントの考えによる事業展開を進め、農業基盤整備に取り組む必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

88



1

2

3

4

5

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　農林水産

基本方針 　水産業等の振興

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

水産業等の経営の多角化・安定化を図るとともに、漁場
環境の保全と漁業資源の安定確保に努めます。

琵琶湖の水質汚濁や湖岸堤整備、侵略的外来
魚の定着等を要因に漁獲量は年々減少し、水産
業者も高齢化や後継者不足が著しく進んでいま
す。

漁場環境の保全・確保と栽培漁業への転
換、また、観光漁業など経営の多角的展開
を進めて、水産業基盤の確立と後継者確保
を図る必要があります。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

漁場の環境保全を図り、漁業資源の安定確保に努めるとともに、草津水産まつり等のイベントの展開や観光行事との連携によって湖魚や地元水産物の
消費拡大を図った。また、外来魚や藻の発生状況が与えている影響についても周知し、水産振興に努めた。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

漁場清掃事業
漁場を中心として年２回(７月＝琵琶湖の日、１１月）清掃活動
を展開。H２３年度＝漁場の散在性ごみ１トン回収

昭和５６年～ ３４千円

水産業振興協議会活動補助
事業

草津水産祭りをメイン事業として湖魚の消費拡大、外来魚や藻
の状況把握など水産振興を図る機会にするとともに、水産業の
経営の多角化、安定化、観光との連携を図る。毎年夏に１回
開催。午前中開催。H23年度＝６００人参加

平成４年～ ２８５千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

琵琶湖固有の魚が増え、その魚を買う人が増え
る！

地元の水産物を
購入するよう
心掛けている
市民の割合

%

目
標

― 34.0 35.0 36.0

95.3%
実
績

33.8 36.6 34.3 ―

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

水産出荷金額 千円 16852 17000 17000水産業等の経営の安定化 17049 17000 15553 17000 ―

―29,929 24,500 23,504 24,500
漁場環境の保全と漁業資源
の確保

漁獲量 ｔ 24,424 24,500 24,500

水産業等の振興

（基本方針） （施 策）

水産業等の経営の安定化

漁場環境の保全と漁業資

源の確保

高付加価値の加工製品の拡大、観光事業との連携などにより水産業等の経営

の多角化・安定化を促進するとともに、地元水産物等の消費拡大を図ります。

天然の産卵繁殖場など漁場環境の保全に努めるとともに、漁業資源の安定を確

保するため“獲る漁業”から“つくり育てる漁業”への転換を進めます。

（施策の概要）
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５．第１期基本計画の成果実績

水産振興事業にかかる市民参加者数も過去３年間微増ではあるが伸びてきている。漁場環境の保全、漁業資源の確保と地元水産物の
消費拡大等に寄与できた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

水産業に振興にかかる事業はびわ湖の生態系の在り方に起因するところが大きいが、湖魚の消費拡大を中心として獲るから育てる漁
業、体験など観光事業等の連携が必要。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

平湖・柳平湖淡水真珠基礎調
査

Ｈ２４～Ｈ２６淡水真珠養殖復興可能性(技術伝承）を地元と協働調査する。
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　商工観光

基本方針 　工業の振興

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

「草津市工業振興計画」の推進により、異分野融合を進め
るとともに、恵まれた立地環境を生かし、企業の集積を図
ります。

恵まれた交通の利便性のもとで企業立地が進ん
でいることに加え、ベンチャー企業育成施設や技
術力の高い中小企業等が集積しています。

まとまった用地の確保と併せた企業立地優
位性の対外発信や、積極的な企業支援、中
小企業等の技術力のPRと販路の開拓・拡大
が求められます。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

　平成21年3月に策定した「草津市工業振興計画」に基づき、異分野融合の促進やベンチャー・中小企業等の成長段階に応じた支援、付加価値の高い
製品を製造する企業の集積を目的とした積極的な企業誘致等、各種事業を実施し、市内産業の振興を図った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

産業支援コーディネーター配
置事業

独立行政法人中小企業基盤整備機構・滋賀県との覚書に基
づく事業の一環として、市内企業の様々なニーズに応じた各
種支援業務を実施するために、草津イノベーションコーディ
ネータを配置し、市内企業のニーズの把握とネットワークの形
成を図り、企業間、企業と大学等のマッチングの促進を図っ
た。
【H22】企業訪問件数：199件
【H23】企業訪問件数：150件

Ｈ１6～（継続）
H22：5,500千円
H23：5,500千円

大津・草津地域産業活性化協
議会事業

平成20年12月に国の同意を得た企業立地促進法に基づく基
本計画に基づき、市内製造業者の大規模展示会への出展支
援や企業経営者等の人材育成等を行うことにより、市内企業
の事業高度化を図った。
【H22】展示会参加企業数：4社（うち、市内企業2社）
【H23】展示会参加企業数：4社（うち、市内企業2社）

H21～（継続）
H22：1,608千円
H23：1,602千円

起業家育成施設入居企業賃
料軽減補助事業

独立行政法人中小企業基盤整備機構・滋賀県との覚書によ
り、立命館大学ＢＫＣインキュベータに入居し、起業や新規事
業展開等を図ろうとする事業者に対して、その賃料の一部を
補助することにより、市内の産業振興を図った。
【H22】補助件数：11社（14室）
【H23】補助件数：15社（17室）

H16～（継続）
H22：2,094千円
H23：2,427千円

工業振興事業

市内製造業者の事業内容や優れた製品・技術等の情報を集
約したサイト「草津市企業情報サイトあうんです！」を開設し
（平成23年2月）、全国に広く情報発信することにより、新たな
マッチングの促進を図った。
【H22】登録企業数：  87社　総アクセス数：14,912回
【H23】登録企業数：111社　総アクセス数：50,352回

H22～（継続）
H22：2,777千円
H23：441千円

セールスプロモーション支援事
業

市内製造業者の大規模展示会への出展支援を行ない、優れ
た製品や技術、本市の強み等を全国へ情報発信することによ
り、市内企業の認知度の向上や新たなマッチングによる販路
拡大等を通じて、将来的な草津ブランドの創出を図った。
【H23】展示会参加企業数：4社

H23～（継続） H23:2,966千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

元気な企業がたくさん集まる！
創業・第二創業した

企業の立地件数
企業（累

計）

目
標

― 13 17 21
85.7%

実
績

9 11 18 ―

工業の振興

（基本方針） （施 策）

研究開発人材の連携と協

働の基盤づくり

研究開発を中心とした企

業（機能）の誘致と集積促

進

ベンチャー企業の誘致と

第二創業の支援

中小企業の技術向上と経

営革新の支援

人材交流の基盤、研究開発人材の定着しやすい環境、経営者や若手現場技術

者の育つ環境づくりを進めるとともに、ものづくり教育の推進を図ります。

企業立地促進法に基づく草津市工業振興計画に位置づけた「マザーファクト

リー」の立地促進を図り、付加価値の高い商品を製造する企業の集積を図ります。

ビジネス・インキュベーション施設や技術力の高い中小企業等の集積を生かし、

支援機関等と連携しながら、新たな産業の創出や企業の定着を促進します。

優れた技術等を有する企業の対外発信強化と販路開拓・拡大の支援を行うととも

（施策の概要）
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４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

研究開発人材の連携と協働
の基盤づくり

コーディネーターによるマッチング数 件 2 2 2 1 2 4 3 ―

研究開発を中心とした企業
（機能）の誘致と集積促進

誘致企業数 企業 0 1 1 0 1 1 1 ―

ベンチャー企業の誘致と第
二創業の支援

公的インキュベーション施設退去企
業立地促進補助件数

件 7 15 10 9 10 12 12 ―

中小企業の技術向上と経営
革新の支援

サイトや展示会による商談件数 件 － － 10 1 60 65 60 ―

５．第１期基本計画の成果実績

　草津イノベーションコーディネータによる企業訪問を継続的に実施し、市内企業の事業内容や製品、技術、現況、ニーズ等の把握を行う
ことにより、企業間や産学連携のマッチングを促進するなど、市内企業の成長段階に応じた効果的な支援を実施した。
　また、県内各産業支援機関との連携強化によりベンチャー企業等の情報把握を行うとともに、ベンチャー企業育成施設や高い技術力を
持つ企業等の集積、大学の立地、交通利便性等の本市の強みについて積極的な対外発信を行うことにより、成長が見込まれる企業の市
内への誘致や定着を図った。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

　歴史的な円高による海外企業との厳しいコスト競争に加え、東日本大震災の影響による電力需給問題等により企業の国内投資意欲が減
退し、海外進出に拍車がかかる中、国内および市内産業の空洞化が懸念されているなど、市内製造業者を取り巻く環境は激変している。
　これらのことから、引き続き草津イノベーションコーディネータの配置により市内企業の現況・ニーズを把握し、産学間、企業間、支援機関
等との日常的な交流・連携を促しながら国や県、市等の各種支援制度を効果的に案内するとともに、企業立地助成制度の内容が県内他
市の制度内容と比して相対的に低く、企業誘致における都市間競争で劣勢の状況にあることから、新規工場立地のさらなる促進と市内既
存企業の空洞化の抑制を目的とした制度の拡充について検討する必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

工場等設置助成事業（拡大）
H25～

（規則改正はH24を
予定）

省エネルギー・新エネルギー
設備整備補助事業

H25～H27

市内の産業空洞化対策として、従来の工場等設置助成金制度を拡充し、市内産業の活性
化と雇用の創出を図る。

市内の製造業を営む中小企業が電力消費量を削減するために行う省エネルギー・新エネル
ギーにかかる設備投資に対して経費の一部を助成し、市内産業の安定した事業推進を図
る。

産業支援コーディネーター配
置事業

H16～（継続）

独立行政法人中小企業基盤整備機構・滋賀県との覚書に基づく事業の一環として、市内企
業の様々なニーズに応じた各種支援業務を実施するために、草津イノベーションコーディ
ネータを配置し、市内企業のニーズの把握とネットワークの形成を図り、企業間、企業と大学
等のマッチングの促進を図る。
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　商工観光

基本方針 　商業の振興

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

「草津まちなか活性化プログラム」の推進によって“まちな
か”の魅力をさらに高めると同時に、小地域ごとの市民生
活を支える商業基盤の確保を図ります。

本市を含む琵琶湖南部地域は、非常に消費購
買力が高く、全国でもまれに見る大型商業施設
の集積地となっています。

既存商店街対大型商業施設という構図で
はなく、両者の強みを引き出して共存の枠
組みをつくり、地域経済発展の地盤としてい
く必要があります。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

　地域経済の総合的な発展をめざし、商工業の振興、特に小規模企業者および中小小売商業者の育成とともに、中心市街地活性化事業の取組みに努
めた。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

中心市街地活性化推進事業

中心市街地における「まちなか居住の推進」や「商店街の賑わ
い」など、地域の活性化を図るための事業を実施した。
・中心市街地活性化推進事業補助金
　（草津街あかり事業、草津アート市など）
・空き店舗対策事業補助金
　【H22】補助件数　4件　【H23】補助件数　2件
・宿場街道景観形成事業交付金
　【H22】交付件数　5件　【H23】交付件数　6件
・まちなか交流施設「くさつ夢本陣」運営事業

H17年～（継続） H22：31,980千円
H23：45,262千円

小規模企業者小口簡易資金
貸付事業

市内小規模企業者の事業経営の安定を図るため、必要な資
金の融資を行った。
【H22】利用件数　5件
【H23】利用件数　7件

S44～（継続） H22：24,046千円
H23：13,681千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

市内の商業者が活発に活動する！
買い物する環境が
整っていると思う
市民の割合

％

目
標

― 67.0 68.0 69.0

100.0%
実
績

66.0 71.5 76.8 ―

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

‟まちなか”に魅力があると思う市民
の割合

％ 18.4 18.3 19.0

小地域ごとの商業基盤の確
保

「まちなか」商業の活性化
20.0 19.0 23.7 22.0 ―

買い物をする環境が整っていると思
う市民の割合

％ 66.1 66.0 67.0 71.5 68.0 76.8 69.0 ―

買い物をする環境が整っていると思
う市民の割合

％ 66.1 66.0 67.0 71.5 68.0 76.8 69.0 ―

商業の振興

（基本方針） （施 策）

「まちなか」商業の活性化

小地域ごとの商業基盤の

確保

“まちなか”の人口集積と高い利便性を生かし地域力の高まりを導く事業に、適

切な支援を行うとともに、事業展開へも積極的に関与していきます。

事業者の活動基盤である事業体との連携を強固なものとし、地域活性化に様々

に寄与する事業の実施に協働で取り組みます。

（施策の概要）
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５．第１期基本計画の成果実績

・中心市街地活性化推進のため、平成２０年度から実施している空き店舗対策事業と宿場街道景観形成事業が徐々に浸透しつつあり、
商店街の活性化と歴史的街並みの景観形成による魅力ある街づくりに繋がってきている。
・市域全体での商業エリアの拡大が、「買い物をする環境が整っていると思う市民の割合」の市民の満足度向上に繋がっていると考えら
れる。
・小規模企業者への小口簡易資金貸付については、県制度のセーフティネット資金の対象が拡大されるなど、全国的に制度強化が図ら
れている中で、これらに対応できない部分での補完ができた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・成果指標の「‟まちなか”に魅力があると思う市民の割合」は、年々上昇しているものの全体の２割程度であり、依然として低いレベルにあ
る。
・平成２４年度から、尐子高齢化社会に向けて、中活法に基づく「中心市街地活性化基本計画」の策定に取り組んでいるところであり、草
津川跡地利用を含めて、中心市街地の活性化、街なかの賑わいを創出する施策や事業の展開を図っていく必要がある。
・商工会議所との連携を強化し、セーフティネット資金制度の動向を踏まえながら、引き続き中小企業者の経営安定、商業活動の活性化
を図るための施策を展開していく必要がある。
・平成２３年度から、南草津駅周辺地域の商工業振興、地域コミュニティの醸成、震災復興支援を目的に、「みなくさまつり」が開催され
た。今後も南草津のまちづくり、地域活性化のため、事業継続を図る必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

中心市街地活性化推進事業 H25～

小規模企業者小口簡易資金
貸付事業

S44～（継続）

「中心市街地活性化基本計画」に基づき、事業推進を図る。

セーフティネット資金制度の動向を踏まえながら、引き続き事業継続を図る。

みなくさまつり開催費補助事
業

H23～（継続）「みなくさまつり」が南草津駅周辺地域を代表するイベントとして定着するよう、引き続き支援
を行う。
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政策体系

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

観光資源の開発と草津ブランドの活用促進を進めるととも
に、出会いとふれあいに満ちた本市の魅力を市内外に発
信することによって、観光を振興していきます。

本市の観光入込客数は、“観光元年”である平
成８年以降、毎年微増傾向にありますが、その多
くは日帰りによる立寄り観光となっています。

来訪者の観光ニーズに敏感に応えられるよ
う、広域的な連携も図りながら、限られた観
光資源を最大限に生かした事業を展開する
ことが求められます。

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

　宿場まつりや熱気球搭乗体験事業などの誘客イベントの活動を支援するとともに、草津宿本陣や水生植物公園みずの森など、地元の観光資源を活か
しながら、草津市の魅力をさらに全国へ情報発信するための観光宣伝活動に取り組むなど、複合的な観光振興事業を展開した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

観光物産協会活動費補助事
業

草津市観光物産協会が行う観光振興事業（熱気球搭乗体験
事業等）に対し、活動支援を行った。

H8～（継続）
H22：4,776千円
H23：7,042千円

草津ブランド推進事業
草津ブランド創設事業検討委員会において、「草津ブランドの
創設」事業提言書がまとめられた。

H20～（継続）
H22：0千円
H23：0千円

みずの森管理運営事業
スイレンなどの水生植物や数多くの草花、樹木などを楽しく鑑
賞できる施設運営に努めた。また、様々な催し・講習会を実施
し、来園者へのサービス向上と園芸文化の普及に努めた。

H8～（継続）
H22：213,838千円
H23：204,847千円

観光宣伝事業
観光誘致ポスターの掲示や観光誘致キャンペーンの実施、観
光案内所の運営を観光物産協会に委託した。

H17～（継続）
H22：3,941千円
H23：4,064千円

宿場まつり開催費補助事業

草津の春の風物詩である「草津宿場まつり」の開催に対し、支
援を行った。
（H23は東日本大震災の影響により規模を縮小し、8月に七夕
宿場まつりとして開催）

S44～（継続）
H22：17,000千円
H23：10,026千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

草津を楽しむ観光客が増える！
観光の振興に
満足している
市民の割合

％

目
標

― 17.0 19.0 21.0

82.4%
実
績

15.0 18.0 17.3 ―

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

まちに誇れるもの（ブランド）があると
思う市民の割合

％ 15.8 15.8 19.0
観光資源の開発と草津ブラ
ンドの活用促進

16.4 22.0 16.3 25.0 ―

観光入込客数 万人 181 180 185 186 190 175 195 ―

観光入込客数 万人 181 180 185 186
出会いとふれあいの魅力の
発信

190 175 195 ―

観光案内所案内実績数 件 12,997 13,300 11,042 13,700 10,158 12,000 ―13,300

地域資源を活用した観光行事や祭り等の事業に対して支援を
行い、交流人口の拡大を図った。
「藤の志那三郷創造事業」、「草津ヨシ松明まつり」

H22～（継続）
H22：145千円
H23：605千円

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　商工観光

基本方針 　観光の振興

着地型観光推進事業

観光の振興

（基本方針） （施 策）

観光資源の開発と草津ブ

ランドの活用促進

出会いとふれあいの魅力

の発信

広域連携型事業や地場産業と連携した体験型観光事業等の展開や草津ブラ

ンドのさらなる活用などを図っていきます。

地域の生活文化や各種の市民活動などに焦点を当てて、観光ボランティアの

活用等により、出会いとふれあいに満ちた本市の魅力を発信していきます。

（施策の概要）
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５．第１期基本計画の成果実績

「草津市シティセールス戦略プラン」に基づき、草津ブランドの構築に取り組む。

・「宿場まつり」は第４０回を超えて草津市の観光資源として定着している中で、平成２２年度から新たに実施している「熱気球搭乗体験事
業」が草津の夏の風物詩として定着しつつあり、蓮の大群生との相乗効果により交流人口の拡大が図られている。
・平成２２年度から実施している着地型観光推進事業により、「藤の志那三郷創造事業」、「草津ヨシ松明まつり」がモデル事業として定着
しつつあり、地域に対する愛着や誇りといったシビック・プライドの醸成に繋がっている。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・東日本大震災の影響により、本市においても観光入込客数が減尐した。
・草津ブランドの創設には、観光資源や特産品などが重要な素材となるため、平成２４年度に「草津市シティセールス戦略プラン」を策定
し、これらの素材を草津ブランドとして活用できる具体的な戦略を立てる必要がある。
・水生植物公園みずの森と琵琶湖博物館との共同企画による観光プランの開発や、湖南地域における広域連携型の観光ルートの開発
など、限られた観光資源の中で新たな魅力をつくり、観光客誘致に取り組むことが必要である。
・本市の観光振興を図るためには、観光物産協会の機能充実と観光ボランティアガイドの役割がますます重要となることから、引き続き観
光物産協会とボランティアガイド協会への活動支援を行い、新たな地域資源の発掘や情報発信など、更なる事業展開を図る必要があ
る。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

着地型観光推進事業 H22～（継続）

みずの森管理運営事業 H25～

観光物産協会活動費補助事
業

H8～（継続）

草津ブランド推進事業 H25～

観光物産協会が行う観光振興事業に対し、引き続き活動支援を行うとともに、協会事務局の
機能強化を図り、法人化に向けた検討を進める。

指定管理者制度の導入により、効率的な施設運営と利用者へのサービス向上を図り、入園
者数の増加に繋げる。

交流人口の拡大に向けて、引き続き既存事業に対する支援を行うとともに、新たな地域資源
の発掘と活用に努める。
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68 68 65 65 ―

4,890 5,000 4,850 5,000 ―

市民交流プラザ貸会議室の稼働率 ％ 66 68 68

600 ― ― ― ―

勤労者福祉サービスセンター
各種事業への参加者数

人 5,640 5,700 5,700

1,133 1,200 1,167 1,200 ―

勤労者連合
各種事業への参加者数

人 600 650 650

草津・栗東地区労働者福祉協議会
各種事業への参加者数

人 947 1,000 1,000

勤労者への支援

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値

15.0 17.0

87.6%
実
績

10.9 12.3 14.9 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

安心して働き暮らせる！

雇用が安定し、
働きやすい

労働環境であると
感じる市民の割合

%

目
標

― 13.0

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

勤労者福祉サービスセンター
活動費補助事業

　草津市勤労者福祉サービスセンターが行う勤労者福祉事業
等に対して、補助金を交付し、引き続き活動支援を行う。

S59～（継続） Ｈ22：9,678千円
Ｈ23：4,800千円

市民交流プラザ管理運営費
　市民または市内の事業所で働く勤労者の交流を促進し、生
活文化の向上と福祉の増進を図るため、引き続き貸館業務や
市民センター業務等を行う。

H14～(継続) Ｈ22：51,739千円
Ｈ23：60,315千円

勤労者教育資金貸付事業

　勤労者またはその者の子もしくは兄弟姉妹が大学等に入学
するために必要な資金の融資あっせんを目的とした利子補給
を行うことにより、勤労者の生活安定と勤労意欲の増進を図り、
もって勤労者福祉の向上を図る。
【Ｈ２２】利子補給件数　３件
【Ｈ２３】利子補給件数　３件

S62～(継続) Ｈ22：24千円
Ｈ23：20千円

草津・栗東地区労働者福祉協
議会活動補助事業

　草津・栗東地区労働者福祉協議会が行う福祉事業・文化事
業・体育事業に対して、補助金を交付し、引き続き活動支援を
行う。

S59～（継続） Ｈ22：1,459千円
Ｈ23：1,416千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

「草津市勤労者福祉基本方針」に基づいて、勤労者教育資金貸付事業や勤労者福祉団体への事業補助を行い、勤労者福祉の増進に向けた支援を
図った。
また、多様化するニーズや社会経済情勢の変化を踏まえ、平成２３年３月に「草津市勤労者福祉基本方針」の改訂を行った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

行政・企業・勤労者がそれぞれの役割を担って、ともによ
り良い労働環境づくりと勤労者福祉の増進を図っていきま
す。

社会・経済情勢の厳しさが継続するなか、勤労
者を取り巻く環境もますます厳しさを増していま
す。

豊かでゆとりある暮らしと活力ある地域社会
の基礎として、誰もが安心して働くことがで
きる環境を守っていくことが、ますます求め
られています。

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　商工観光

基本方針 　勤労者福祉の増進

勤労者福祉の増

進

（基本方針） （施 策）

勤労者への支援
「草津市勤労者福祉基本方針」に基づいて、勤労者の福祉の増進に向けた支
援を図っていきます。

（施策の概要）
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3 市民交流プラザ管理運営費 H14～（継続）
　貸館業務や市民センター業務等を行い、市民または市内の事業所で働く勤労者の交流を
促進し、生活文化の向上と福祉の増進を図る。

草津・栗東地区労働者福祉協
議会活動補助事業

S59～(継続)

草津市勤労者福祉サービスセ
ンター活動補助事業

S59～(継続)

　草津・栗東地区労働者福祉協議会が行う福祉事業・文化事業・体育事業等に対して、補
助金を交付し、引き続き活動支援を行う。

　草津市勤労者福祉サービスセンターが行う勤労者福祉事業等に対して、補助金を交付
し、引き続き活動支援を行う。

・勤労者福祉向上を目的とした勤労者教育資金貸付事業を実施したが、昨今の厳しい経済情勢の影響を受け、相対的に民間金融機関
の金利が低下していることなどの要因により、本事業の新規の利用はなかった。
・草津・栗東地区労働者福祉協議会や勤労者福祉サービスセンターへの活動費補助を行った結果、草津・栗東地区労働者福祉協議会
における各年度ごとの事業参加者数は増加したが、勤労者福祉サービスセンターについては事業の見直しなどが行われ、各年度ごとの
事業参加者は減少傾向となっている。
・多様化するニーズや社会経済情勢の変化を踏まえ、勤労者の「幸せ」や「豊かさ」、「生活環境の安定」が図られるよう、平成２３年３月に
勤労者福祉基本方針の改定を行った。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

　 東日本大震災による電力供給問題、歴史的な円高等により、経済情勢は非常に厳しく、各事業所においては、従業員数の削減や非
正規労働者の増加など、雇用形態が大きく変化していることから、勤労者一人ひとりの暮らしの充実に向けた取り組みに対する支援、ま
た、勤労者の自己実現や日常生活の充実に向けた取り組みに対する支援を、今後においても継続していく必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

５．第１期基本計画の成果実績
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3

4

5

89.3％ 89.6 89.9 89.7

46,976

89.0

50,000 63,483 13,000 ―

87.0 88.0 ―

地域コミュニティ活動の活性
化の支援

人と環境にやさしいまちづくり事業
参加者数

人 6,280 58,660 59,578

町内会加入率

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値

63.0 67.0

80.7%
実
績

55.9 49.6 54.1 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

地域コミュニティ活動への“参加の窓口”がさまざ
まに用意されている！

町内会の活動に
参加している
市民の割合

%

目
標

― 59.0

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

人と環境にやさしいまちづくり
助成事業

地域のふるさと意識の醸成（ふれあい祭りや文化祭など）や環
境に対する事業（花いっぱい運動など）に対して支援する。

H4～ H22:7,410千円
H23:7,410千円

コミュニティハウス整備補助事
業

地域コミュニティの根幹である町内会の活動拠点として、集会
所は必要であることから、それらの整備、改修について支援を
行う。

H13～ Ｈ22:49,452千円
Ｈ23:21,964千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

阪神淡路大震災や東日本大震災において、人々が助け合い、頑張っておられる姿を見て我々は人と人の絆の大切さを再認識させられてところであり、
地域コミュニティの根幹である町内会を支援し、住んでよかったと思っていただけるような草津市を目指して、取り組んできたところである。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

地域づくり組織を中心に、住民主体の地域社会の形成を
図っていきます。

町内会、自治連合会など、地域づくり組織によっ
て、それぞれの地域で特色ある活動が展開され
ています。

コミュニティ意識の高揚を図りながら、地域
が一体となった取り組みを展開できる仕組
みづくりが求められます。

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　コミュニティ・市民自治

基本方針 　地域コミュニティ活動の活性化

地域コミュニティ活

動の活性化

（基本方針） （施 策）

地域コミュニティ活動の活

性化の支援

良好な地域社会の形成、住民福祉の増進、住民主体のまちづくりのさらなる推

進を図るため、町内会や自治連合会など住民自治組織の活動を支援します。

（施策の概要）
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町内会の設立加入促進 Ｈ２６年度～

地域提案事業の実施 Ｈ２８年度～

Ｈ２７年度～

市民センターの指定管理推進
事業

Ｈ２７年度～

地域一括交付金の見直し事
業

・地域のコミュニティの根幹組織である町内会や自治連合会に対し必要な支援を行うことにより、地域コミュニティの振興を図った。
・地域づくり組織（まちづくり協議会）の設立に向けた支援を行い、市内１１学（地）区で地域づくり組織（まちづくり協議会）の設立をみるこ
とができた。
・地域づくり組織（まちづくり協議会）に対して、地域一括交付金や地域ふるさとづくり交付金を交付し、特色のある地域づくりの促進を
図った。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・協働のまちづくりを推進するための行政のパートナーとして、地域コミュニティとテーマコミュニティが両翼となるが、その内、地域コミュニ
ティの活性化を推進するため、新しい公共の担い手として、また、地域内分権を推進するため、自助、共助、公助のもと、地域の方々が一
つとなって、自分たちのまちは自分たちで考え取り組む新しい組織として、まちづくり協議会を設立されたところであり、それらの活動拠点
として市民センター（公民館）を地域まちづくりセンターと改称し、それらの管理と併せて、防災や福祉、まちづくり講座など、様々な分野
において地域独自の取り組みを展開していただくよう検討をしているところである。
・このことから、施策体系として⑷－１　の生涯学習施設の整備・ネットワーク化の中の市民センターの役割、⒇－２　市民活動の活性化の
支援のまちづくり講座、⒇－３　パートナーシップによるまちづくりの推進の地域協議会の推進やフラットホーム事業　等、地域に関わる事
業については、⒇－１の地域コミュニティ活動の活性化の中に含めるなど、第２期の計画策定にあたってはそのような考え方のもと、施策
体系を見直すべきである。
・また、地域コミュニティの根幹である町内会の設立や加入促進についても事業として追加すべきである。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

地域コミュニティの根幹である町内会の足腰を強くするため、様々な施策を展開するととも
に、町内会の設立や加入促進に努める。

５．第１期基本計画の成果実績

市民センター（公民館）を廃止し、地域まちづくりセンターとして１３学区・地区においてまち
づくり協議会による指定管理を順次行う。

地域一括交付金について、算定の見直しを行い、更に自由度を高め、地域独自の取り組み
ができるように改訂する。

地域ふるさとづくり交付金については廃止するとともに、まちづくり協議会による提案制度の
導入を行う。
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　コミュニティ・市民自治

基本方針 　市民活動の活性化

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

市民活動団体間の交流・情報交換、また、㈶草津市コミュ
ニティ事業団活動等の活性化を図るとともに、各地域のま
ちづくり活動との連携を促進します。

テーマによるまちづくりや地域づくりに取り組む
NPO・ボランティア・各種団体の育成と支援を
行っています。

市民活動団体間の交流・情報交換を活発
にし、各地域のまちづくりの取り組みとの連
携を促していくことが求められます。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

市民公益活動団体を支援する補助金制度、講座、交流イベントなどを展開する（公財）草津市コミュニティ事業団の活動を支援した。当事業団は平成２３
年４月より公益財団法人として新たな一歩を踏み出し、草津市がすすめる「草津市協働のまちづくり指針」推進の領域において、地域コミュニティやテー
マ性を持った市民活動団体への中間支援活動に軸足を移し、市と連携を図りながら積極的に公益事業を展開した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

（公財）草津市コミュニティ事業
団運営費補助事業

（公財）草津市コミュニティ事業団が独自に展開する支援策の
ほか、草津市立まちづくりセンター運営協議会や草津コミュニ
ティ支援センター運営会との協力・連携の拡充を図り、市民公
益活動の活性化を図った。

Ｓ59～ H22：57,892千円
H23：56,580千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

市民活動団体が幅広い分野で活動している！ 市民活動等の団体数 団体

目
標

― 250 260 270

90.0%
実
績

238 238 243 ―

目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

250市民活動の活性化

目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値

238 260 243 270市民活動等の団体数 団体 238 238 ―

市民活動の活性

化

（基本方針） （施 策）

市民活動の活性化の支援

各種団体の活動を支援する補助金制度の拡充や、まちづくり講座、交流イベン

トの積極展開などに努めるとともに、（財）草津市コミュニティ事業団の活動を支

援します。

（施策の概要）
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５．第１期基本計画の成果実績

・成果指標の団体数は微増

・（公財）草津市コミュニティ事業団と連携して、市民公益活動団体の資質・組織力向上のための支援を行った。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・平成２４年度より、市民公益活動を一層活性化するため、具体的なアクションプランとして草津市市民協働推進計画をスタートさせた。こ
れに基づき、(公財)草津市コミュニティ事業団などの中間支援組織と役割分担を行うと同時に、支援の在り方を検討しつつ、市民公益活
動を推進していく。

・団体の高齢化が進んでおり、解散される団体が増加傾向にあるものの、市内にＮＰＯ法人が新しく設立されていることなどから、団体の
入れ替え時期にあるものと考える。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

（公財）草津市コミュニティ事業
団運営費補助事業

S59～
草津市立まちづくりセンター運営協議会や草津コミュニティ支援センター運営会との連携拡
充のほか、中間支援機能を強化する目的で、新たに社会福祉協議会との具体的な連携を
図り、各種支援策の発展・充実に向けた取組みを実施する。
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　コミュニティ・市民自治

基本方針 　市民主体のまちづくりを支援する体制の充実

2件 0 0 0 ―市民提案の事業化数 0

3 20 11 12

8 5

―パートナーシップによるまち
づくりの推進

101 91 102 92 ―

市民提案件数 件 0 0

センターの利用者数 千人 96 67 90

10

市民活動支援拠点の充実とネットワーク

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値

91.0 92.0

100.0%
実
績

89.0 101.0 101.8 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

市民まちづくり活動の支援体制が充実している！
市立まちづくり
センターの
利用者数

千件
（延べ）

目
標

― 90.0

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

地域協議会推進事業
新しい住民自治の仕組みである「まちづくり協議会（地域協議
会）」の設立に向けた取組みや設立後の運営に対し、支援を
行った。

H21～ H22：28,462千円
H23：60,395千円

まちづくりセンター管理運営事
業

（公財）草津市コミュニティ事業団と連携しながら、市民
が利用しやすいセンターの運営に努め、センターの利
用者数の増加に繋げた。

H18～ H22：53,378千円
H23：39,922千円

提案型協働のまちづくり活動
事業（市民まちづくり提案事
業）

市民の様々なノウハウを公共事業に活かし、市民の活動意欲
を高めることを目的とし、市民公益活動団体に協働事業の企
画提案を募集した。

H22～ H22：17千円
H23：573千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

・草津市立まちづくりセンターや草津コミュニティ支援センター等、市民公益活動団体の活動拠点施設については、（公財）草津市コミュニティ事業団と連
携しながら、市民が利用しやすいセンターの運営に努め、利用者数の増加につなげた。

・課題解決や新しい価値の創造から公共サービスの充実につなげるため、地域で活動する市民公益活動団体から企画提案を募集し、市と協働で事業
を進める『市民まちづくり提案事業』を平成２２年度より実施した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

市民主体のまちづくりを支援する拠点の位置づけと運営
を見直し、ネットワーク化を図って、まちづくり活動全体の
支援体制を充実させていきます。

各種のまちづくり支援拠点における市民活動
や、地域協働合校の取り組みなど、様々なまち
づくり活動が展開されています。

各支援施設・機能の整備活用の経緯や状
況を踏まえながら、市民主体のまちづくり活
動の支援体制を再構築していく必要があり
ます。

市民主体のまちづ

くりを支援する体

制の充実

（基本方針） （施 策）

市民活動支援拠点の充実

とネットワーク

パートナーシップによるま

ちづくりの推進

草津市立まちづくりセンター・草津コミュニティ支援センター等の市民活動支援

拠点の充実とネットワーク化を図ります。

NPO法人、ボランティア団体、市民活動団体、大学、企業等の多様な主体との連

携および市民の市政参画によるまちづくりを促進します。

（施策の概要）
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2

3 協働のまちづくり条例策定 H24～まちづくりを行う各主体が、協働してまちづくりをすすめるために必要なルールを示すため、
条例の策定に取り組む。

まちづくりセンター管理運営事
業

H18～

提案型協働のまちづくり活動
事業（市民まちづくり提案事
業）

H22～

草津市市民協働推進計画に基づき、（公財）草津市コミュニティ事業団と連携を図りながら、
市民が利用しやすいセンターの運営を図り、センターの利用者数の増加に繋げる。

市民の様々なノウハウを公共事業に活かし、市民の活動意欲を高めることを目的とし、市民
公益活動団体に協働事業の企画提案を募集する。

・市民公益活動団体の交流イベントや実務講座など中間支援策を充実させたことが、草津市立まちづくりセンターの利用者数増加につ
ながった。

・平成２２年度は市があらかじめテーマを設定する【応募型】のみの応募であり、2テーマの募集について、応募３件／事業化２件の成果
があった。平成23年度には、応募型のテーマを６テーマに増加させ、さらに市民の自由な発想により応募される【創造型】の募集形態を
追加することで応募１１件／事業化８件の成果があった。

・まちづくり協議会（地域協議会）の設立に向けた支援を行い、市内１１学地区でまちづくり協議会（地域協議会）の設立をみることができ
た。

・まちづくり協議会（地域協議会）の設立支援に対して、地域一括交付金や地域ふるさとづくり交付金を交付し、特色ある地域づくりの促
進を図った。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・草津市立まちづくりセンターの利用者が増加している一方、公益的活動に取り組む登録団体数は減少傾向にある。これは、団体の構成
員が高齢化することで、活動を休止する団体が増加していることが原因であると考えられる。

・協働事業の提案件数は年を重ねるごとに増加するような性質のものではなく、他市事例などをみても、２～３年目でピークを向かえ、制
度を続けていくと減少していく傾向にある。【応募型】のテーマ数増加や応募団体の要件を緩和することにより、提案件数及び事業化件
数を維持させる。

・協働のまちづくりをすすめるための行政のパートナーとして、地域コミュニティとテーマコミュニティが両翼となるが、その内、地域コミュニ
ティの活性化を推進するため、新しい公共の担い手として、また、自助、共助、公助のもと、地域の方々が一つとなって、自分たちのまち
は自分たちで考え取り組む新しい組織として、まちづくり協議会（地域協議会）を設立されたところであり、それらの活動拠点として市民セ
ンター（公民館）を地域まちづくりセンターと改称し、それらの管理と併せて、防災や、福祉、まちづくり講座など、様々な分野において地
域独自の取組みを展開していただくよう検討をしているところである。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

５．第１期基本計画の成果実績
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Ｈ11年度～（継続） Ｈ22年度：6,021千円
Ｈ23年度：6,802千円

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　情報・交流

基本方針 　まちづくり情報の提供の充実

Ｈ22年度：0千円
Ｈ23年度：0千円

Ｈ２２～

「くさつ情報ネット」（Ｈ１４年度開設、別掲）、企業情報サイト「あ
うんです！」（Ｈ２２年度開設、別掲）、子育て応援サイト「ぽか
ぽかタウン」（Ｈ２３年度開設、別掲）等の地域ポータルサイトを
それぞれ開設し、市民による活発な情報コミュニケーションが
展開されるよう努めています。

地域ポータルサイト整備事業

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

まちづくりについて、市民による活発な情報コミュニケー
ションの展開が図れるよう情報基盤の整備を図るととも
に、行政情報の適切な提供に努めます。

市民によるまちづくり活動が様々に高まりを見
せ、各活動がネットワークして、互いの情報を有
効に活用していく段階へと進んできています。

まちづくりに係る地域情報や行政情報は多
岐にわたって膨大であることから、より活用
できる工夫を図ることが求められます。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

　地域コミュニティやテーマ性を持った市民公益活動団体間におけるネットワークの形成を目的とした地域ポータルサイト「くさつ情報ネット」を（公財）草
津市コミュニティ事業団が運営し、地域の総合的な情報やサービスを提供し、地域活性化を図った。
 　また、 市民へ市政情報を迅速に発信するとともに、市の情報発信力を強化するため、「広報くさつの発行」「ホームページの適切な運営」「パブリシ
ティー活動の推進」を実施した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

まちづくり情報広場運営費補
助事業

（公財）草津市コミュニティ事業団が運営する地域ポータルサ
イト「くさつ情報ネット」や市民公益活動団体紹介情報誌「つな
がりのめ」によりまちづくり情報を発信する。

H12年度～（継続）
Ｈ22年度：697千円
Ｈ23年度：204千円

広報くさつ発行事業
市政情報等を紙媒体「広報くさつ」（年22回発行）により発信す
る。

Ｓ５５年～（継続）
＊現行規則制定年

Ｈ22年度：30,050千円
Ｈ23年度：25,364千円

インターネット広報事業 市政情報等を市ホームページにより発信する。

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

地域のまちづくり情報が簡単に手に入る！
ポータルサイト

アクセス数
千件

（延べ）

目
標

― 60.0 62.0 64.0

100.0%
実
績

58.0 57.6 110.7 ―

実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値目標値

45.0 45.0
行政情報の適切な提供

47.0 50.0 42.1ホームページアクセス件数 万件 23.8 50.0 ―

新聞掲載件数 件 266 600 600 851 900 755 900 ―

ポータルサイトアクセス数 千件 48.0 58.0 60.0 58.0 62.0 111.0 64.0 ―

くさつ情報ネット イベントカレンダー
掲載数

件 529 520 530 497 540 673 550 ―
まちづくり情報基盤の整備

まちづくり情報の
提供の充実

（基本方針） （施 策）

まちづくり情報基盤の整備

行政情報の適切な提供

市内の地域づくりの取り組みに係る情報の受発信の基盤を整備し、市民による
活発な情報コミュニケーションが展開されるよう努めます。

市民が必要とする情報を、多様な媒体を用いてわかりやすく迅速に提供します。

（施策の概要）
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事業名 計画年度事業概要

５．第１期基本計画の成果実績

・地域ポータルサイト「くさつ情報ネット」を平成２２年度にリニューアルをし、周知・啓発等を積極的に行ったことによりアクセス数の増加を
図った。

・インターネット等の活用により市政情報を市民の皆様に正確かつ迅速に発信することができた。

H12年度～（継続）

インターネット広報事業 Ｈ11年度～（継続）

（公財）草津市コミュニティ事業団が運営する地域ポータルサイト「くさつ情報ネット」や市民
公益活動団体紹介情報誌「つながりのめ」によりまちづくり情報を発信する。

市政情報等を市ホームページにより発信する

まちづくり情報広場運営費補
助事業

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・まちづくり情報広場運営費補助事業について、平成２４年３月に策定した草津市市民協働推進計画に基づき、平成２４年度は（公財）コ
ミュニティ事業団の自主事業となったが、今後も市ホームページでは掲載が困難な市民公益活動情報を掲載するなど、情報面でのすみ
わけを行うことにより市民サイドの情報発信を充実していく。

・市ホームページのアクセス件数について、目標値に達していないため、アクセス件数が増加するようリニューアルすることも視野に入れ、
さらなる工夫を図ることとする。

・新聞掲載件数については、市が発信したい事案がタイムリーに新聞等の媒体にて報道されるよう、パブリシティー活動を推進する。

・既存の媒体以外の新たな媒体について、今後その実効性について検討する。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）

広報くさつ発行事業 Ｓ55年～（継続）市政情報等を紙媒体発信する
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　情報・交流

基本方針 　多様な交流活動の展開

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

幅広い市民交流の展開を促すとともに、近隣自治体との
連携・交流活動の展開を支援します。

市民の交流活動は、文化や地域の垣根を越え
た広がりを見せています。

多文化交流・市民交流の促進を図るととも
に、近隣自治体との連携により、効率的で
効果的なまちづくりを進めていく必要があり
ます。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要
・多文化交流の促進について、姉妹都市との交流は一時中断しているものの、草津市国際交流協会の支援を行い、各種講座・国際交流イベントの開催
等、市民に国際交流の場を提供するほか、自主的な交流活動の場を促すことにより地域内での国際交流の推進を図った。

・近隣自治体との連携強化について、湖南４市で構成する湖南総合調整協議会、本市・栗東市・湖南市・甲賀市・日野町・伊賀市・滋賀県等で構成する
草津線複線化促進期成同盟会により、継続的な活動を行った。また、平成24年1月に、草津市と栗東市の広域行政課題解決のため、草津・栗東広域行
政調整会議を設置した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

国際交流推進事業

国際交流協会の主体的な活動および円滑な運営を進
めるため、草津市国際交流協会に対し運営補助を行
う。
【H22】
・外国人くらしの行政相談（英語143件、ポルトガル語
115件）
・事業開催数（9事業）
【H23】
・外国人くらしの行政相談（英語209件、ポルトガル語55
件）
・事業開催数（8事業）

H4～ H22：6,747千円
H23：6,600千円

広域行政推進事業

【Ｈ22】
・湖南総合調整協議会
　　会議8回開催、湖南地域観光動向調査、
　　ＪＲ西日本への要望活動
・草津線複線化促進期成同盟会
　　会議14回開催、観光誘発事業、利用促進事業、
　　利用調査、ＪＲ西日本への要望活動

【Ｈ23】
・湖南総合調整協議会
　　関連会議6回開催、ＪＲ西日本への要望活動
・草津線複線化促進期成同盟会
　　会議14回開催、観光誘発事業、利用促進事業、
　　ＪＲ西日本への要望活動
・草津・栗東広域行政調整会議
　　平成24年1月設置

・湖南総合調整
　協議会：Ｓ57～継続

・草津線複線化促進期
成
　同盟会：Ｓ41～継続

・草津・栗東広域行政
　調整会議：Ｈ24.1～

Ｈ22:667千円

Ｈ23:341千円

わくわく異文化交流事業
立命館大学の留学生と小中学生が、市内全小中学校におい
て交流活動を行う。

H23 H23:601千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

新しい出会いとふれあいがある！ 国際交流事業参加者数 人

目
標

― 350 360 370

100.0%
実
績

334 524 848 ―

多様な交流活動

の展開

（基本方針） （施 策）

多文化交流の促進

近隣自治体との連携の強

化

姉妹都市との交流や、国際理解講座、国際交流イベントの開催等、市民に国際

交流の機会を提供し、多文化共生に対する意識の向上を図ります。

行政区域を越えた共通の課題や、本市単独での対策が困難な課題に、関係す

る自治体間で協力して取り組むことができるよう、都市間の連携を強めます。

（施策の概要）
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４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

国際交流事業延べ参加者数 人 233.0 334.0 350.0

近隣自治体との連携の強化

多文化交流の促進
524.0 360.0 848.0 370.0 ―

国際交流事業開催数 回 10.0 25.0 25.0 9.0 10.0 8.0 10.0 ―

他の自治体と共同で取り組んだ事業数 事業 4 4 4 3 4 5 4 ―

５．第１期基本計画の成果実績

・多文化交流事業において、平成２２年よりウィッシュプランナー制度を設け、国際交流協会の会員による企画事業を展開することで参加
者数の増加につなげた。
・社会情勢の変化に伴い新たな時代を見据えた事業を展開するため、平成２３年度に草津市国際交流協会ビジョン改訂委員会によりＫＩ
ＦＡビジョンを改訂し、今後の協会の果たすべき役割を示した。
・近隣自治体との連携強化について、湖南総合調整協議会、草津駅複線化促進期成同盟会では、ＪＲ西日本への要望活動について近
隣市との連携を図ることができた。
・湖南総合調整協議会については、平成２２年度に観光動向調査を行ったが、それ以降観光に関する広域的な取組みは無い。ＪＲ西日
本に対しては毎年要望を行っており、平成２２年度にはＪＲ南草津駅への新快速停車に関する要望を行った。その結果、南草津駅新快
速停車促進期成同盟会による活動などとも相まって、平成２３年３月１２日に同駅への新快速停車が実現した。
・草津線の複線化については、毎年ＪＲ西日本への要望を行っているが、沿線自治体の人口の動向から考えて大幅な利用者数の増が見
込めないことから、ＪＲからは積極的な回答が得られていない状況である。
　複線化へ結びつけるため、草津線の利用の増加を導くための観光誘発事業を毎年行い、利用状況調査を年1回実施している。その結
果、草津駅については、平成２０年度と比べると乗降客数が微増している。
・市内の全ての小中学校に、立命館大学在学中の留学生を２～４人程度派遣し、各学校において、留学生の母国の文化について学ん
だり、休み時間、給食、掃除なども含めて一緒に過ごしたり、児童生徒から日本の文化を紹介するなどの交流をした。児童生徒は、外国
の様々な習慣や考え方に触れることによって文化の多様性に気づいたり、積極的にコミュニケーションをとることを楽しんだりすることがで
きた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・平成23年度にＫＩＦＡビジョンの改定を行い、24年度よりその取組みをスタートさせた。新たなビジョンに基づき事業内容を検討していくに
あたり、単純に交流を図る事業を実施していくのではなく、関係機関・団体との役割分担や協働のあり方について見直しを行い、地域の
国際化を推進していく。
・財政事情等の国内外の問題から、ここ数年、海外渡航を伴う姉妹都市交流が中断している。
・湖南総合調整協議会については、ＪＲ西日本への要望活動以外には特に４市で連携する活動が無い状況である。
・草津線複線化促進期成同盟会については、昨今の人口減尐の動向から、ＪＲは複線化に対して極めて慎重な姿勢である。
・新たに設置した草津・栗東広域行政調整会議については、両市の広域行政の諸課題について連携調整を図る必要がある。
・わくわく異文化交流事業については、平成２３年度から始まった事業である。我が国を愛するとともに、他国の文化等を尊重することが
求められている。各校が活用しやすく、教育課程に位置づけやすい事業としてひき続き工夫改善していく必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

国際交流推進事業 H4～

広域行政推進事業 Ｈ25～28

新たなビジョンに基づき、海外渡航を伴う国際交流から、地域での国際交流の推進、国際理
解へと重点を移した取り組みを展開する。

湖南総合調整協議会、草津線複線化促進期成同盟会、草津・栗東広域行政調整会議によ
る近隣市との連携を今後も継続する。
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150 148 180 142 180 ―

1立命館大学と商工会議所との共同研究 件数 ― ― ―― 1
大学などとの共同研究の充実

立命館大学との共同研究

大学と地域の連携充実

― 1

立命館大学との連携協力事業依頼
数（市内のみ）

件数 132 132

目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

180 200

71.0%
実
績

132 148 142 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

学生が地域で活躍している！ 地域交流市内依頼件数 件

目
標

― 150

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

草津未来研究所運営事業

　シンクタンク機能として立命館大学等との連携のもと調査研
究・共同研究活動、コンサルタント機能として立命館大学等と
の連携のもと各セクションへの支援、また、プラットフォーム機
能としてサービスラーニング事業等に関わる事業を行う。

平成22年度～ （継続） H22：5,143千円
H23：8,027千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

　草津未来研究所の事業は立命館大学等との連携を図りながら実施しており、立命館大学等との共同研究活動やサービスラーニング事業等に関わる取
り組みを進めた。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

大学等と行政による共同研究や、大学等と地域の連携を
充実させて、大学の持つ人材・施設・設備等を生かしたま
ちづくりを進めると同時に、大学教育の展開に寄与しま
す。

立命館大学との連携・協力を更に推進する仕組
みづくりをするための気運が、大学・地域とも高
まっています。

立命館大学の知的、人的資源を更に活用
し、地域の課題解決に向けて取り組むこと
が求められています。

―件数 ― ― 2 1 1

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「活気」があふれるまちへ

分野 　情報・交流

基本方針 　大学などを生かしたまちづくりの展開

0 0

大学などを生かし
たまちづくりの展
開

（基本方針） （施 策）

大学などとの共同研究の

充実

大学と地域の連携の充実

草津未来研究所において、大学等との共同研究の充実に努めます。

大学と地域が、地域発展のためのパートナーとして連携・協働し、ともに相互の
発展を導き出していけるよう取り組みます。

（施策の概要）
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3

草津未来研究所運営事業 平成22年度～ (継続)

・共同研究においては大学側担当者等との話し合いを重ねることで、連携協力の成熟度を
少しずつ高めていく。
・立命館大学等との連携を通して、相互の関わり合いをさらに深いものにし、大学と地域との
連携にかかるビジョンを共有していく。

５．第１期基本計画の成果実績

・立命館大学と草津商工会議所との連携のもと「南草津のまちづくりに関する調査研究」を共同研究として実施した。
・平成21年度に締結した「草津市と立命館大学とのサービスラーニングに関する協定書」に基づき、立命館大学の学生主導のもとサービ
スラーニング事業を進めた。
・滋賀県内に立地する13大学と自治体等が加盟する「環びわ湖大学・地域コンソーシアム」にて共同事業を実施した。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・平成23年度より立命館大学等との共同研究を進めているが、大学側の連携窓口が不明確であることなどから、円滑な事業実施を難しく
させる場面がみられ、立命館大学等との連携協力の課題が残った。
・平成27年度に予定されている立命館大学経営学部等の茨木キャンパスへの移転問題を含め、大学と地域との連携のあり方についての
ビジョンが求められる。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要
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6

7

8

届出窓口の改善事業

市民課では、ハイカウンターの下部に設置していたベルトコン
ベアを撤去し、各種届出窓口をローカウンターに変更。税務課
でも、一部ローカウンターとした。２課とも椅子を設置するととも
に、カウンターに間仕切りを置き、プライバシーにも配慮した。
また、座って待っていただけるよう、待合スペースを確保した。

H２３ H23　3,857千円

建設事業契約審査事務
  「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」
に基づき、入札・契約手続きの透明性の確保、公正な競争の
促進および適正な施工の確保等に努めた。

H22：2,050千円
H23：2,388千円

債権適正管理事務

「草津市債権対策委員会」および「草津市未収金対策会議」を
設置し、「草津市税外収入金の督促、延滞金の徴収および滞
納処分に関する条例」および「草津市債権の管理等に関する
条例」に基づき適正な債権管理に努めた。

平成２１年～ H22：481千円
H23：599千円

情報公開事務
草津市情報公開条例に基づく情報公開の請求に対し、公開・
部分公開・非公開等、条例の基準に基づき決定を行い、市政
情報の適正な公開を行った。

平成10年～ H22：1,960千円
H23：1,941千円

（仮称）草津市自治体基本条
例策定検討事業

平成24年4月1日に草津市自治体基本条例を施行した。
平成21年～

（策定委員会）
H22：3,048千円
H23：　703千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要
・行政の透明性の向上と公正の確保については、情報公開、個人情報の保護、草津市自治体基本条例の策定検討、建設事業契約審査等の適正処理
を行い、行政の透明性の向上と公正の確保に努めた。
・行政システム改革の推進と事業の見直しについては、計画平成２２年度は、３２事業を対象に事業仕分けを実施し、平成２３年度は、職員により構成す
るプロジェクトチームを設置し、第2次草津市行政システム改革推進計画（計画期間Ｈ25～28）の指針となる、「第2次草津市行政システム改革の推進に
向けて」の策定に向けて取り組んだ。
・市民窓口サービスの充実については、市民に利用しやすく、迅速に手続きが済ませられるよう、市民課前フロアに2名の案内職員を配置し、申請書の
記載等でお困りの方への対応や、他のフロアへの案内等についても行い、平成２３年度には、住所異動 や相談等の窓口をローカウンターとし、着席面
談方式に変更した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

行政の透明性の向上と公正の確保、市民窓口サービスの
充実にさらに努めるとともに、行政システム改革を確実に
推進し、市民から信頼される市政運営を行います。

草津市情報公開条例に基づき、積極的に市政
情報を公開するとともに、市民窓口サービスの提
供等に努めています。

市政の透明性の確保と市民サービスの向
上を図るため、今まで以上の積極的な情報
公開と市民窓口サービス等の充実が求めら
れます。

窓口案内の強化事業
①平成２１年10月から雇用創出事業により2名の窓口案内職員
を配置した。また、H2４年度からは、５年の長期雇用とした。
②窓口受付発券機を一台増設した。

①H2１～
②H２４～

①H21：1,685（県補助金）
　 H22：3,627（県補助金）
　 H23：3,414（県補助金）
②H24：　420

労働安全衛生事業
安全衛生委員会による職場巡視、職員互助会事業の推進、定
期健康診断を軸にした各種健康診断の実施を行い、執務環
境の整備に努める。

Ｈ22：18,783千円
Ｈ23：16,124千円

Ｈ22：2,727千円

Ｈ23：393千円
行政システム改革推進事業

【Ｈ22】
　３２事業に対して事業仕分けを行った。

【Ｈ23】
　職員により構成するプロジェクトチームにより、「第2次草津市
行政システム改革の推進に向けて」の中間とりまとめを作成し
た。　また、報告の作成にあたり、先進自治体への視察や、職
員向け研修会を行った。

事業仕分け：Ｈ21～22

第2次行政システム改
革：Ｈ23～

　市民から信頼される市政運営
第1期基本計画　期末評価

　　行財政マネジメント

基本方針

市民から信頼され
る市政運営

（基本方針） （施 策）

行政の透明性の向上と公
正の確保

行政システム改革の推進
と事業の見直し

市民窓口サービスの充実

執務環境の整備

草津市情報公開条例に基づき、積極的な情報公開に取り組むとともに、個人情
報等の確実な保護、統計管理など、適正な情報管理を行います。

将来の発展のための財源確保､市民の新しいニーズや､社会経済状況の変化に
的確に対応するため、行政システム全体の構造改革を進めるとともに、事業の
見直しを進めます。

さまざまな市民サービスの総合的な窓口である市役所の役割の重要性を踏まえ
て、すべての人にとって、さらに利用しやすく気持ちのよい対応ができるよう努め
ていきます。

行政職員が、適切な環境で安心して働くことができるよう、ボランティア休暇の奨
励等も含めた執務環境・条件を整えるとともに、ランニングコストに配慮した市施
設の更新を行います。

（施策の概要）
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1

2

3

4

5 労働安全衛生事業

事前登録型本人通知制度の
導入

本人の代理人や第三者に住民表の写し等の証明書を交付した際、本人が事前に登録をし
た場合は、交付した事実を通知する制度である。

H２４～

計画年度

情報公開事務 継続

行政システム改革推進事業 Ｈ25～28

事業名

コンビニ交付サービスの実施 未定

―

５．第１期基本計画の成果実績

・情報公開制度の適正な運用、建設事業の適正な入札等により、市政運営に信頼がおけると思う市民の割合が向上した。
・平成２２年度において３２事業を対象に事業仕分けを実施し、コスト面では事業費で9,127千円、人件費で6,103千円、合計15,230千円
の改善効果があった。これを基に第５次総合計画上の672事業のうち、309の事業に対して、執行形態が類似するものを参考に所管所属
による自己点検を行った。その結果、123事業に対して改善の方向性が出され、改善効果は16,238千円となった。
・平成２３年度において、職員１４人で構成する「第2次草津市行政システム改革推進プロジェクトチーム」を設置し、会議のほかに先進自
治体の視察を行い第2次草津市行政システム改革推進計画の指針となる「第2次草津市行政システム改革の推進に向けて」の策定を進
め、中間とりまとめ案を作成した。
・窓口フロア案内職員の配置により、スムーズに来客を案内することができ、混雑緩和や待ち時間の短縮につながっ　た。
・高齢者や障害のある方ならびにプライバシーに配慮した窓口カウンターの設置や待合スペースの変更により、時間の要する各種届出
や相談にも余裕を持った応対ができた。
・職員の健康管理、労働安全衛生や福利厚生の推進により、元気で意欲的に働けるソフト施策と低コストで効率的に事務執行ができるよ
う施設機能更新により執務環境の整備、充実を図り、その結果庁舎に対する来庁者からの苦情件数は年々減少している。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・行政の透明性の向上と公正の確保については、草津市自治体基本条例が施行され、より一層、情報の適正な管理、公開等、行政の透
明性の向上と公正の確保が求められる。
・行政システム改革の取組みにあたっては、今後の人口減少や少子高齢化の動向、社会経済情勢の不透明さなどを考えると、現在の行
政や自治の仕組みのままでは持続可能性が危惧される状況である。そのため、将来にわたって持続可能なまちの仕組みの構築をめざ
す必要がある。また、多くの市民に理解をいただくことが必要不可欠であることから、どのように合意形成していくかが課題である。
市民窓口サービスの充実については、市民のライフスタイルが２４時間化、広域化しており、市役所や、市民センターの開庁時間にとらわ
れることなく住民票の写しや所得証明等が取得できるなど、より便利で利用しやすい環境の整備を図る必要がある。
・近年、司法書士等による戸籍謄本等の不正取得が多発しており、当市でもH23年11月に2件の不正請求があったことが発覚した。このよ
うな事件の早期発見と、未然防止策や抑止策が必要である。
・労働安全衛生事業における職員の健康管理は、安定した公務サービスにおいて重要な基礎事業であり、変動激しい社会情勢のなか
で、仕事、家庭両面にわたって不安、ストレスを抱える職員は増え続けており、メンタルヘルス面での対応および定期健康診断の管理区
分に応じたきめ細やかなフォロー体制が必要である。また、庁舎は築20年を迎えて、各機能で更新時期が迫られており、コストと重要度を
踏まえた計画的な配分が肝要であり、安全衛生委員会からの視点や職務を遂行する各所属の意見を踏まえた環境整備が必要である。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）

0 1

100.0 100.0

ー 75.0 76.1 80.0 68.2

100.0 100.0

80.0

0 0

100.0 100.0 100.0

100.0

1

100.0 100.0 100.0 100.0

建設事業適正入札比率 ％ 100.0 100.0 100.0行政の透明性の向上と公正
の確保

情報公開請求対応率 ％ 100.0 100.0 100.0

平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値

22.7

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度

Ｈ24

市政運営に
信頼がおけると思う

市民の割合
%

目
標

― 22.0 26.0

実
績

18.4 19.4

ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）

―

実績値

75.7%

50 50

1 1

30.0

―

４．各施策の成果指標の状況

窓口サービス向上市民アンケート（満足度） ％ 70.1市民窓口サービスの充実

―

―

適正完了工事･業務比率 ％ 100.0

行政システム改革の推進と
事業の見直し

事業仕分けにより改善された事業数【累計】 事業 20 20 60

目標達成度

市政への市民の信頼が高い！

50

千円 102,669 100,000 200,000 60,829

50

基本方針におけるまちの目標像

0 ―

0

行政システム改革のため実施した取組みの数 件 1 1 1 1

事業仕分けによるコスト面での改善効果

継続

5 0 0 3

第2次草津市行政システム改革推進計画を策定し、平成25～28年度にかけて持続可能なま
ちの仕組みの構築に向けて取り組む。
実施年度においては外部委員会を設置し、計画に基づいた取組みの進捗状況を定期的に
報告し、意見を徴収する。

現代人のライフスタイルの変化に対応するサービスの提供方法として、住民票の写しや所得
証明書等の発行については、早朝から深夜まで自宅や勤務先近くのコンビニエンスストアで
取得できる、コンビニ交付サービスの導入を検討していく。

安全衛生委員会による職場巡視、職員互助会事業の推進、定期健康診断を軸にした各種
健康診断の実施を行い、執務環境の整備に努める。

庁舎に対する来庁者からの苦情件数 件

―

―

―

事業概要

草津市情報公開条例に基づく情報公開の請求に対し、公開・部分公開・非公開等、条例の
基準に基づき決定を行い、市政情報の適正な公開を行う。

執務環境の整備
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第1期基本計画　期末評価
　　行財政マネジメント

基本方針 　行財政資源の有効活用

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

業務の迅速化・効率化を図るとともに、「人・物・金」の行
財政資源を最大限に有効活用していきます。

「人・物・金」を適切に配置・配分し、成果を最大
限引き出す行財政マネジメントに取り組んでいま
す。

PDCAサイクルによる、適切なマネジメントを
行うとともに、広域的な連携も含めた、業務・
事務の効率化を図っていきます。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

・事務機器管理、コンピューター管理、物品調達購買等、庁内の共通した事務の支援や機器類の管理の一元化を行うことにより効率的な事務事業の執
行に努めた。
・効率的で適切な予算編成を行い、適正な執行管理を維持することにより、健全な財政運営の確保に努めた。
・人材育成基本方針に基づき、政策形成能力や総合調整能力を有する職員を育成するため、長期的かつ総合的な観点で、職員の能力開発に努めた。
・湖南４市で構成する湖南広域行政組合において、市民サービスの質の向上および効率的な維持・運営を目指し、広域的な連携強化を図った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

　情報化推進事業
平成２１年度に策定した「草津市情報化推進の指針」に基づ
き、市の情報化施策を推進した。

Ｈ２２～（継続）
Ｈ２２：２，６８９千円
Ｈ２３：２，４３７千円

職員研修事業

職員一人ひとりが、自らが自治体経営を担う責任と自覚を持
ち、それぞれの事務事業のコストや成果を常に意識し、事業の
遂行に必要な知識、技術等の習得のため研修を行った。
　1.独自研修　　2.県市町村職員研修センター派遣研修費
3.その他機関派遣研修
4.職員自主研究グループ活動支援

継続
Ｈ２２：６，９１２千円
Ｈ２３：６，０７３千円

草津未来研究所運営事業

草津未来研究所の運営事業の一つであるトレーニング機能と
して、職員の政策力向上を目的に地域政策研究「未来塾」や
政策形成実践研修、地域戦略セミナー等を実施した。
【Ｈ22】 セミナー3回開催　政策形成実践研修1回開催
【Ｈ23】 セミナー2回開催　地域政策研究「未来塾」6回開催

Ｈ２２～（継続） Ｈ２２：５，１４３千円
Ｈ２３：８，０２７千円

公有財産台帳整備事務
本市が保有する固定資産の把握や毎年の資産評価など公有
財産の一括管理を行うシステムの導入により、未利用地の利
活用促進や売却可能資産の計画的な処分を行った。

Ｈ２２～（継続）
Ｈ２２：２０，４４７千円
Ｈ２３：１，３４４千円

湖南広域行政組合負担金事
務　（議会総務費）

広域的な事業展開による市民サービスの質の向上および効率
的な維持・運営を目指し、周辺都市との広域的な連携強化を
図った。

Ｈ１０～（継続）
Ｈ２２：１１８，２７３千円
Ｈ２３：１１９，５９１千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

将来負担比率が適正に維持されている！ 将来負担比率 %

目
標

― 60%以内 60%以内 60%以内
100.0%

実
績

13.4 14.0 0.6 ―

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

財政マネジメント力の強化

実質公債比率（以内） ％ 10.1 10.1 14.0 9.6 14.0 8.9 14.0 ―

将来負担率（以内） ％ 13.4 13.4 60.0 14.0 60.0 0.6 60.0 ―

市税収納率（現年） ％ 98.2 98.1 98.4 98.5 98.4 98.4 98.4 ―

施策形成能力の強化 職員の資質・能力が向上した割合 ％ － 100 100 94 100 96 100 ―

業務の迅速化・効率化 情報化指針に基づくプランの進捗数 件 0 0 4 0 4 0 4 ―

広域連携の強化 広域的連携事業数 事業 3 3 3 3 3 3 3 ―

行財政資源の有

効活用

（基本方針） （施 策）

業務の迅速化・効率化

政策形成能力の強化

財政マネジメント力の強化

広域連携の強化

職員の業務遂行能力の向上を図るとともに、事務機器管理の一元化、市民窓口

の整理統合、情報通信技術の有効活用と市役所の電子化などを進めていきま

す。

高度化、多様化する行政ニーズに的確に対処するため、トップ・マネジメントの

強化や行政職員の人材育成などを進め、政策形成能力の強化を図ります。

限られた財源を有効に用いた行政を行えるよう、計画と実施、進行管理、評価と

その反映を確実に行って行きます。

広域的な事業展開による市民サービスの質の向上および効率的な維持・運営

を目指し、関係する周辺都市との広域的な連携強化を図ります。

（施策の概要）
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予算編成・執行管理事務 Ｈ25～（継続）

事業概要

市民ニーズがより高度化・多様化する中で、これらに対応できる職員の専門性を高める人材
育成や職員が自ら学び考え行動する職場の雰囲気づくりを支援する。

Ｈ25～（継続）

５．第１期基本計画の成果実績

・庁内において共通事務支援を行うとともに、事務機器管理の一元化等によりコスト削減に努めた。
・財政規律の確保を前提とした予算編成、執行管理に努めるとともに、適正な公債管理を行うことで、自治体運営の健全性を判断する指
標である「実質公債費比率」および「将来負担比率」を適正な水準で維持し、将来にわたり持続可能な財政運営に努めた。
・職員研修事業については、人材育成・評価制度を構築する中で、研修制度、人事制度、職場運営それぞれを繋がりのあるものとして体
系化を図り推進した。
・職員提案活動推進事業については、提案事業の中から、平成22年度は2件、平成23年度は2件が事業実施に結びついた。
・湖南４市で構成する湖南広域行政組合において、消防・二次救急医療など、構成都市間の連携を図りながら、広域での事業展開を進
めた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・市民窓口の整理統合と更なる情報通信技術の有効活用により、業務の効率化が求められている。
・経済成長を背景とした財政拡大が期待できない中、地方財政の不足に対応するための臨時財政対策債の発行が常態化しているうえ、
今後、老朽化した公共施設の改修や再整備等、大規模な財政支出が見込まれることから、公債費負担・市債残高の増嵩が予想される。
・市債の新規発行にあたっては、基金の活用や交付税措置のある市債の活用を図りながら、将来の財政運営への影響を十分に見極め
る必要がある。
・平成26年度をピークとする大量退職時代を控え、技術・ノウハウの確実な伝承や組織体制を確立する必要があることから、職員一人ひ
とりの意識改革を図る必要がある。
・政策形成能力の向上を目的に種々のセミナーや研修等を実施しているが、短期間で効果があらわれるものではないため、研修計画全
体で体系的に取り組む必要がある。
・湖南4市で運営している湖南広域休日急病診療所について、平成25年度から運営主体を湖南広域行政組合に移管し、開設場所を変
更すること等について、現在、湖南広域休日急病診療所あり方協議会（事務局：草津保健所）にて協議が行われている。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度

市を取り巻く外部環境の変化や時代のニーズを的確に把握するとともに、限られた財源の範
囲において、事業の効果が最大限発揮されるよう、適正で効率的な予算編成・執行管理を
通じた持続可能な財政運営を目指す。

広域的な事業展開による市民サービスの質の向上および効率的な維持・運営を目指し、関
係する周辺都市との広域的な連携強化を図る。

職員研修事業 Ｈ25～（継続）

草津未来研究所運営事業 Ｈ25～（継続）職員課と協力・連携し、より効果のある研修を実施できるよう工夫しながら、継続的に取り組
んでいく。

湖南広域行政組合負担金事
務（議会総務費）
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